
※ 掲載の情報は2021年10月1日時点のものです。
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当期は、新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、２度にわたり

緊急事態宣言が発出されるなか、商業、ホテル・リゾートの施設休館

や時間短縮営業等を実施するとともに、当社保有施設における商業

テナントの家賃減免等の措置を講じてまいりました。そのような環

境下においても、健全な財務体質の維持により資金調達に支障がな

いこと、従業員の雇用維持にも問題がないこと等を踏まえ、安定的・

継続的な株主還元を重視し、以下を予定しています。

●2020年度の1株当たりの年間配当金 44円
●自己株式の取得 150億円
（取得期間：2021年5月17日～2021年12月7日） 

●親会社株主に帰属する当期純利益に対する総還元性向 44.2%

株主還元

新型コロナウイルスの影響は、変異型ウイルスの感染拡大等予断

を許さない状況が続いています。

当社グループの事業においても、2021年４月25日に発令された

緊急事態宣言等を踏まえた政府・自治体の要請に基づく一部施設

の休館、時短営業や集客制限に加え、外出自粛要請による施設来館

者数の減少や稼働低下等の影響を受けています。

このような状況を受け、今後の経済環境が、ワクチン接種の進捗

等により回復に向かっていくと考えられるものの、その回復のス

ピードは依然不透明であり、年度を通じて新型コロナウイルスの影

響は残るという前提のもとで予想値を算出しています。

結果、次期の業績予想については、売上高は当期比1,424億円増

収の２兆1,500億円、営業利益は同比262億円増益の2,300億円、

経常利益は同比361億円増益の2,050億円の見込みです。また、親

会社株主に帰属する当期純利益は、同比304億円増益の1,600億円

の見込みです。

なお、今後の新型コロナウイルス感染の状況等により実際の業績

等は変動する可能性があり、今後修正の必要が生じた場合には速

やかに公表します。

●事業セグメント別の見通し
「賃貸」セグメントは、新型コロナウイルスの影響を考慮するもの

の、商業施設における施設売上の改善や、新規通期稼働物件の収

益寄与を織り込むことで569億円の増収、72億円の増益を見込み

ます。

「分譲」セグメントは、国内住宅分譲では主に大規模物件の引渡し

戸数が少ないことを織り込み減収減益を見込みます。投資家向け分

譲は、堅調な不動産投資マーケットを捉えた不動産売却を見込むこ

とで、増収増益を見込みます。セグメント全体では447億円の減収、

147億円の増益を見込みます。

「マネジメント」セグメントは、個人向け仲介事業の取扱件数増加

による収益寄与や、リパーク（貸し駐車場事業）の稼働改善やコスト

削減効果の継続等を織り込むことで170億円の増収、40億円の増

益を見込みます。

「その他」セグメントは、主にホテル・リゾート事業が新型コロナウ

イルスの影響を受け引き続き損失を計上する一方、国内需要の取り

込みを中心とした稼働回復を見込み1,131億円の増収、52億円の

増益を見込みます。

●配当
2022年3月期の配当については、今後の見通しおよび上記の株

主還元方針を総合的に勘案し、2021年3月期同様に年44円（うち中

間配当22円）を予定しています。

2022年3月期の見通し
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